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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。

石 原 産 業 株 式 会 社
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第96期

第１四半期
連結累計期間

第97期
第１四半期
連結累計期間

第96期

会計期間
自 2018年４月１日
至 2018年６月30日

自 2019年４月１日
至 2019年６月30日

自 2018年４月１日
至 2019年３月31日

売上高 (百万円) 25,410 26,264 106,441

経常利益 (百万円) 2,227 1,081 11,144

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 1,911 482 8,683

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,362 337 8,201

純資産額 (百万円) 68,499 75,192 75,335

総資産額 (百万円) 161,353 167,177 168,689

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 47.82 12.07 217.25

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 42.5 45.0 44.7

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間における売上高は262億円（前年同期比８億円増）、営業利益は11億円（前年同期比９

億円減）、経常利益は10億円（前年同期比11億円減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は４億円（前年同期比

14億円減）となりました。

（無機化学事業）

酸化チタンは、国内で堅調な出荷が続きましたが、アジア向けを中心に輸出が振るわず、売上高は104億円（前

年同期比５億円減）となりました。

　機能材料は、電子部品向け販売が関連業界の需要落ち込みの影響を受け低調に推移したことなどから売上高は

27億円（前年同期比２億円減）となりました。

　損益面では、チタン鉱石価格の続騰による製造コストアップなどで減益となりました。

　この結果、当事業の売上高は132億円（前年同期比８億円減）、営業利益は15億円（前年同期比10億円減）とな

りました。

(有機化学事業)

農薬は、国内販売が前年同期をやや下回ったものの、海外販売は欧州で作物の適用拡大を受け殺虫剤が大きく

伸びた他、アジア、米州では殺菌剤が好調であったことなどから増収となりました。

　農薬以外では、受託製造する医薬原末などの売上は前年同期をやや下回りました。

　損益面では、増収による増益があったものの、海外子会社との内部取引に伴う未実現利益の調整などがこれを

打ち消しました。

この結果、当事業の売上高は123億円（前年同期比17億円増）、営業利益は１億円（前年同期比１億円増）とな

りました。

（その他の事業）

売上高は７億円（前年同期並み）、営業利益は０百万円（前年同期並み）となりました。
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(2) 財政状態の状況

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて15億円減少し1,671億円となりまし

た。流動資産は３億円減少し1,067億円となりました。これは、現金及び預金が26億円減少しましたが、受取手形及

び売掛金が23億円増加したことなどによるものです。固定資産は有形固定資産の減少などにより11億円減少し604億

円となりました。

　負債については、前連結会計年度末に比べて13億円減少し919億円となりました。これは、長短借入金が13億円減

少したことなどによるものです。

　純資産については、前連結会計年度末に比べて１億円減少し751億円となりました。これは、親会社株主に帰属す

る四半期純利益の計上があったものの、配当金の支払いにより利益剰余金が減少したことなどによるものです。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は2,290百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2019年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2019年８月13日)

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 40,383,943 40,383,943 東京証券取引所市場第一部
単元株式数は100株
であります。

計 40,383,943 40,383,943 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

当社はストックオプション制度を採用しておりません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

自 2019年４月１日
至 2019年６月30日

― 40,383 ― 43,420 ― 9,155

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2019年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

2019年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 418,400
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 39,663,900 396,639 ―

単元未満株式 普通株式 301,643 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 40,383,943 ― ―

総株主の議決権 ― 396,639 ―

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄には、名義人以外から株券喪失登録のある株式が100株(議決権１個)含まれ

ております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式53株が含まれております。

② 【自己株式等】

2019年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

石原産業株式会社
大阪市西区江戸堀
１丁目３番15号

418,400 ― 418,400 1.04

計 ― 418,400 ― 418,400 1.04

(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が100株(議決権１個)あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」に含めております。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2019年４月１日から2019年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表

について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 23,983 21,342

受取手形及び売掛金 ※２ 33,897 ※２ 36,211

商品及び製品 25,216 25,852

仕掛品 5,976 6,361

原材料及び貯蔵品 15,590 15,134

その他 2,883 2,442

貸倒引当金 △468 △578

流動資産合計 107,080 106,766

固定資産

有形固定資産

機械及び装置（純額） 17,706 18,822

その他（純額） 25,460 23,361

有形固定資産合計 43,167 42,183

無形固定資産 370 394

投資その他の資産

投資有価証券 7,018 7,038

繰延税金資産 9,604 9,460

退職給付に係る資産 11 11

その他 1,547 1,432

貸倒引当金 △110 △109

投資その他の資産合計 18,071 17,833

固定資産合計 61,609 60,411

資産合計 168,689 167,177
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※２ 15,392 ※２ 15,542

短期借入金 18,102 17,884

1年内償還予定の社債 390 390

未払法人税等 731 249

引当金 853 1,403

その他 9,241 9,212

流動負債合計 44,712 44,683

固定負債

社債 1,620 1,515

長期借入金 25,697 24,572

環境安全整備引当金 2,877 2,612

その他の引当金 150 202

退職給付に係る負債 12,881 12,913

持分法適用に伴う負債 662 623

その他 4,752 4,861

固定負債合計 48,642 47,302

負債合計 93,354 91,985

純資産の部

株主資本

資本金 43,420 43,420

資本剰余金 10,627 10,627

利益剰余金 23,419 23,422

自己株式 △722 △723

株主資本合計 76,744 76,746

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 477 406

為替換算調整勘定 △1,443 △1,536

退職給付に係る調整累計額 △442 △423

その他の包括利益累計額合計 △1,408 △1,553

純資産合計 75,335 75,192

負債純資産合計 168,689 167,177
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2018年４月１日
　至 2018年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年６月30日)

売上高 25,410 26,264

売上原価 17,410 19,082

売上総利益 8,000 7,181

販売費及び一般管理費 5,930 6,031

営業利益 2,070 1,150

営業外収益

受取利息 12 13

受取配当金 16 211

持分法による投資利益 4 151

為替差益 313 －

その他 108 97

営業外収益合計 455 474

営業外費用

支払利息 185 161

為替差損 － 281

その他 113 99

営業外費用合計 298 542

経常利益 2,227 1,081

特別利益

保険差益 34 －

その他 0 －

特別利益合計 35 －

特別損失

固定資産処分損 201 306

特別損失合計 201 306

税金等調整前四半期純利益 2,060 775

法人税、住民税及び事業税 258 95

法人税等調整額 △109 198

法人税等合計 149 293

四半期純利益 1,911 482

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,911 482
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2018年４月１日
　至 2018年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年６月30日)

四半期純利益 1,911 482

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △72 △71

為替換算調整勘定 △475 △118

退職給付に係る調整額 15 18

持分法適用会社に対する持分相当額 △16 25

その他の包括利益合計 △549 △145

四半期包括利益 1,362 337

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,362 337
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【注記事項】

(会計方針の変更)

(国際財務報告基準（IFRS）第16号「リース」の適用)

IFRSを適用している一部の連結子会社は、当第１四半期連結会計期間の期首より、IFRS16号を適用しておりま

す。これにより、借手は原則としてすべてのリースを四半期連結貸借対照表に資産及び負債として計上しておりま

す。なお、当該会計基準の適用が四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

(四半期連結貸借対照表関係)

　１ 受取手形割引高

前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年６月30日)

受取手形割引高 68百万円 291百万円

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、

四半期連結会計期間末残高に含まれております。

前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年6月30日)

受取手形 348百万円 405百万円

支払手形 673 337

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費及びその他の償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであ

ります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年６月30日)

減価償却費及びその他の償却費 1,113百万円 1,151百万円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年６月30日)

１ 配当金支払額

該当事項はありません。

　

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年６月30日)

１ 配当金支払額

決議
株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額

(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

2019年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 479 12.00 2019年３月31日 2019年６月28日

　

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年６月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

合計
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

無機化学事業 有機化学事業 その他の事業

売上高

外部顧客への売上高 14,095 10,513 801 25,410 ― 25,410

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 311 311 △311 ―

計 14,095 10,513 1,112 25,722 △311 25,410

セグメント利益 2,644 57 16 2,718 △648 2,070

(注) １ 調整額は、次のとおりであります。

セグメント利益の調整額△648百万円には、セグメント間取引消去29百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△678百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理

費であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年６月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

合計
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

無機化学事業 有機化学事業 その他の事業

売上高

外部顧客への売上高 13,248 12,300 716 26,264 ― 26,264

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 463 463 △463 ―

計 13,248 12,300 1,179 26,727 △463 26,264

セグメント利益 1,593 163 0 1,756 △606 1,150

(注) １ 調整額は、次のとおりであります。

セグメント利益の調整額△606百万円には、セグメント間取引消去33百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△640百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理

費であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年６月30日)

　 １株当たり四半期純利益金額 47.82円 12.07円

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 1,911 482

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

1,911 482

普通株式の期中平均株式数 (千株) 39,968 39,965

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

2019年８月９日

石原産業株式会社

取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 井 上 正 彦 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 栗 原 裕 幸 印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている石原産業株式会

社の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2019年４月１日から2019年６

月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、石原産業株式会社及び連結子会社の2019年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２ ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2019年８月13日

【会社名】 石原産業株式会社

【英訳名】 ISHIHARA SANGYO KAISHA,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 田 中 健 一

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 大阪市西区江戸堀１丁目３番15号

【縦覧に供する場所】 当社東京支店

（東京都千代田区富士見２丁目10番２号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長田中健一は、当社の第97期第１四半期（自 2019年４月１日 至 2019年６月30日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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